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第 1節	 はじめに 

	 1-1 
近年のドナーの援助や途上国の自助努力による貧困削減は着実に進んでいると言ってよ

いだろう。そのような傾向の中、サブサハラアフリカでは未だに開発が遅れている国が多々

あり、人々は貧困に苦しみながら生活している。現在、サブサハラアフリカの国の多くは一

次産業に比重が偏っていて、特に農業に関しては占める割合が高い。しかし、農業による開

発政策が滞っていてうまく市場志向型経済に移行できていない国がほとんどである。エス

ワティニ王国もその国々の一つであり、貧困線以下で生活する人々の多い状況は 10年前に
比べると改善されてきてはいるものの、未だに一つの大きな課題となっている。 
著者は自分の国の政治とはかけ離れた王政をとる国に興味を持ち、国民の声が反映されな

いような統治下で一国の貧困削減政策はうまく機能しているのだろうかという疑問を持っ

たのがきっかけでこの国をピックアップした。どういった事情がエスワティニ王国の開発

を妨げているのかを調べ、それらの問題を掻い潜って発展へと導く術はないか分析しよう

と思った。本論文では、農業従事者が全国民の 77％にものぼるエスワティニ王国において
農業による国際市場形成を達成することを手助けするために、既存の農業政策があらゆる

問題を抱えているせいで、計画通りに実行できておらず発展から遠ざかっていることに目

を付け、エスワティニ王国の国の環境・政府・流通などを考慮した上で、今まさに必要な農

業政策は何かを明らかにすることを目的とする。これから挙げる他国の農業政策の成功例

を倣って当てはめてみることが市場志向型農業へシフトする手助けになるということを論

じていく。まずは、今回対象となるエスワティニ王国がどのような国なのか、どういったこ

とを優先的に補完していきたいのかを見ていきたい。 
 

第２節	 エスワティニ王国とは？ 
2-1 	 エスワティニ王国の情勢 
エスワティニ王国は国王を元首とする立憲君主制をとっている国である。現在の国王であ

るムスワティ 3世は一夫多妻制によって 14人もの妻を持ち、全人口の約半分にものぼる貧
困者達との生活とはかけ離れた裕福な暮らしをしていて、さらにそれを見せびらかすよう

に散在しているために国民からの批判の的になっていることで有名である。このムスワテ

ィ 3 世は、2018 年 4 月に 50 歳を迎えることをきっかけに旧名スワジランドからこのエス
ワティニ王国に国名を変更している。 
国の位置は南アフリカ共和国とモザンビークの間にある内陸国で、首都のムババーネは

行政の中心となる最大の都市である。人口が現在 136万人で平均寿命 57.7歳とアフリカの
途上国の中でも低い数値ではあるが、どちらも年々上昇傾向にある。一人当たり GDPの増
加率は 2017年の 1.87%から 1.07%に下がっているが、今後は右肩あがりになるだろうと予
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測されている。初等教育の就学率は 10年前に比べると 10％程の増加がみられるが、近年減
少傾向にある（日本は小中学校の設立事業によって本国に援助を行っている。）。国際ライン

での貧困率は 2010年のデータによると 63％にも上る。1日 1ドル 90セント以下で生活し
ている人は 42％と、半分もの人が生活に苦しんでいることになる。国民の産業構造として
は一次産業、特に農業に占める割合が高く、現在全国民の 77％が農業従事者となっている。
主要作物としてはマルーラと呼ばれるマンゴーのようなフルーツやサトウキビが挙げられ

る。 
こうした国の特徴に即した農業主体の産業政策が EUや FAOが主体となって計画・実行

されている。続いて、エスワティニ王国が市場参入するうえで抱える課題をみていく。図 1 
 
図 1 エスワティニ王国の地図 

 

 出所:Google Map 
 
2-2 エスワティニ王国の課題 
現在、エスワティニ王国では SADP（Swaziland Agricultural Development Programme）

という農業における開発政策が EU、FAO（Food and Agricultural Organization）によっ
て進められている。この SADP が掲げる目標というのが、小規模農家の作物の収穫生産性
向上とそれらを持続可能な品質管理に導くためのマーケティングシステムの確立というこ

とだ。農家は市場へのアクセスが無いまま自給自足で生活してきたが、この SADP によっ
て農家を市場と結び付けて農業によって経済の発展を図ろうとしている。とはいえ SADP
は上手くできている計画とは言えないのだ。 

SADP は、人的資源がどれだけあるのかが考慮されて作られたものではなくとても漠然
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とした計画となっていて具体性に欠如しており、正しいアプローチなのかどうか意見の相

違を招いている。SADPの技術活動のほとんどは初期段階にあり、未だに計画やプロジェク
トへの評価が行われている段階ともいえる。本国を市場志向型農業へとシフトさせるため

に優先すべきプログラムはこの SADP に色々組み込まれている。しかし、スタッフが次々
と変わっていったりするがために引継ぎが出来ていないという問題や、誰がそのプロジェ

クトを主導するかで意見の相違が生まれるなどの問題から優先すべきプロジェクトの不履

行が起っている現状である。プロジェクトの実行がスムーズにいかないというのは抱えて

いる大きな課題の一つだ。SADP などで計画された活動の 15％以下しか実際には施行され
ていないという深刻な状況である。 

本国では一つの大きなプロジェクトが企画され、実行されるまでのプロセスで平均最

低 6か月はかかると言われている。プロジェクトを計画して、FAOや EUの審査のために
内容を送ると、1~2 か月はそのプロジェクトが適当かどうかの審査に使われるなど改善の
余地はありそうだが、SADPにはまだプログラムを実施するのに明確な青写真がなく、現存
する研究やガイドラインが欠如しているという問題があるため、審査を通った後の実施ま

でにはかなりの時間を要していることが伺える。これを改善するためには、いち早くプログ

ラムに対する統率力、リーダーシップを高めて具体性を持った計画の下、絶対的主導者を置

いてプロジェクトが実施されることが重要だと思う。そしてなにより、MOA(Ministry of 
Agriculture) や各国の利害関係者達が持っている研究調査の草稿を政策や戦略にうまく移
行させることができたら発展に繋がるのだが、できてはいない状況だ。国際的な調査システ

ムは既に出来上がっていて、現地調査も何度も行われていて、草稿も作られている。しかし

そこから有効的な政策に持っていくまでが大変だそう。 
他にもたくさん課題はある。ドナー側が援助の際融資をするのに本国へのアクセスが難

しいということが挙げられる。ダム建設などの壮大なプロジェクトの資金を一国で賄うの

は難しいと思うのでドナーから資金が入ってくるまでなかなか実施できないという状況に

陥る。これがプロジェクト施工の遅延をもたらしている一つの要因とも言える。ここから、

流通網の整備がいち早く必要だということがわかる。 
次に、エスワティニ王国は国民の農業知識のレベルが低いこととビジネスに関する基礎

が無いということも問題として挙げられる。生産性の高い収穫を実らせる為には現地の人

がその土地・環境にあった土地政策、農業政策を自分たちの知識・知恵を持って計画・実施

した方が明らかに効率が良いし、現地の人が一番自分たちの環境を知っていると思うため

自助努力をさせるようなドナーからの技術教育支援が重要になるだろう。現に、JFFLS
（Junior Farmer Field & Life Schools ）と呼ばれるプロジェクトがウガンダを始めとして
本国でも行われてる。これは、将来の農業を明るくするために若い子供達にどうやって作物

を世話していくかのノウハウを教える学校だ。これは僕達が小学生の時に受けていた生活

の授業と同じ感覚だと思う。小さい頃から技術教育を受けて安全な作物を育てられるよう

になってほしいということや、学校の仲間との共同作業を通じてチームワークやコミュニ
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ケーションが市場に参入する際にどれだけ大切かということをわかってもらうというのが

狙いなのはもちろんだが、自分たちの住まいでエイズが蔓延したりなど、あらゆる環境の変

化に対応できるようになってもらうという狙いもある。 
こうしたプロジェクトで若者が農業の正確な知識を得て技術訓練を受けることによって

将来的に農業商業科によって一国を発展させることが可能になる。実際にこの JFFLSプロ
ジェクトによって教育の重要さを認識した世帯が増え、初等教育への就学率が増加したと

いう報告がなされている。 
次に、国の省庁を始めとする公共部門が技術支援の必要性に全く関心を持っていないと

いうことが挙げられる。本国は、ムスワティ 3 世を絶対権力とする王政となっていて国民
の声を聞く制度はあまり整っていると言えない。それゆえに、現地の農家が真にどういった

機会を必要としているのか本当の声が反映されない。政府はドナー側の支援に一方的に任

せるのではなくて、国民の意見を聞き、コミュニケーションを取って最優先的に補完しなけ

ればいけないプロジェクトを決めて指揮をとるところまで、徹底して行えるガバナンス力

が求められる。途上国が貧困から抜け出せない理由の一つとして、いつも「自助努力」とい

う言葉を耳にするがそれはまさに政府のガバナンス力が低くて自助努力ができなくて援助

に頼りきりになってしまう国が貧困から抜け出せないとされている。自助努力というのは、

途上国政府が援助に頼り切るのではなく、自分たちの力で開発のために努力しようとする

姿勢のことである。 
開発途上の国にとって政府の役割というのはとても重大だ。エスワティニ王国に今必要

なことは、政府が国民とコミュニケーションをしっかりとって農家の声を反映させること

だと著者は考える。 
次に、生産管理がしっかりとできないために家畜の不十分な供給が問題となっていた。

これを改善するために SADP では Traceability（生産履歴管理）と呼ばれる生産管理に関
する技術協力が組み込まれている。家畜の生産を支えるために教育を施し、スタッフと共に

生産管理をしていくというものだ。現在は EUや FAOの監視下によって農家の生産が管理
されており、そういった教育もなされているが、その派遣スタッフの能力も問題視されてい

る。しっかりと訓練されたスタッフが来ないと現地の農家の方々に正しい教育を施せない。

SADPの報告でも派遣スタッフの人選の重要性を述べていた。 
次に、いち早く貧しい市場システムを改善する必要があるということだ。現在、本国は生

産したものを安い価格で他国に輸出し、高コストで海外から輸入を行っている。輸出と輸入

の割合はそこまで大差はないのだが、かかっているコストからすれば全く割に合っていな

いと報告されている。そんななかでもうまく市場で機能している作物がMarula（マルーラ）
と呼ばれる木の実だ。これはよく油として使用され海外からの需要が非常に大きい輸出品

の一つである。SADPの大きな成功の一つとしては、このMarulaによって農家を市場と結
び付けたということだ。後に、このMarulaのような主要作物をうまく利用して一村一品運
動によって市場展開していけるかということを論じていこうと思う。 
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次の問題としては、HIV やエイズの影響だ。本国は HIV/エイズの割合が 15~49 歳までで
国民の 27％という深刻な数字を抱えている。4人に 1人が HIVに感染しているということ
になるため、農業にももちろん甚大な影響をもたらしている。国民の多くの HIVへの感染
は生産能力の衰弱をもたらし、生産減少を引き起こす。自給自足の農業を営む農家にとって

これは大打撃だ。HIV 感染においてその病気自体を防ぐ術はわからないが、自給自足農家
のための生産減少の改善の方法としては地域内でコミュニティを作ることだ。先程 JFFLS
を説明した時も述べたが、今本国に必要な要素としてチームワークとリーダーシップを持

った人材からなるコミュニティの形成が挙げられる。これはどういう時に役立つかという

と、ある農家が HIVに感染して生産が難しくなったとする。そんな時に一つの大きな農家
同士のコミュニティがあれば、不作の時にお互いが助け合えるというシステムを作り上げ

ることができる。このシステムが整えば、HIV の影響を少しは軽減できるのではないだろ
うか。このチームワークの重要性というのは後述の CSAを本国に組み込んでみるという政
策を提言する際にも強調する。 
	 ここまで述べてきた課題をまとめると、①輸送手段、アクセスの不便さ	 ②国民の農業に

関する知識とビジネスの知識の向上	 ③政府のガバナンス力の向上	 ④生産管理の徹底と

派遣員の能力向上	 ⑤市場の整備	 ⑥HIV/エイズの対策	 ⑦コミュニティの形成 
となる。	 次の節からは、この中からコミュニティを形成することと、農家の農業に関する

知識や技術の養成や生産管理に徹底したシステムを改善するために CSA（地域支援農業）
を倣った新たなモデルを提唱し、メリット・デメリットについて論じていく。 

 

第三節	 CSAから学ぶコミュニティの重要性 
 3-1 CSAとは何か？ 
	 はじめに、本論文の最初の政策としてこの CSA を取り上げようと思ったのは公害や
HIV/AIDS などの疫病に影響されやすい環境において農家同士の繋がりやコミュニケーシ
ョンの重要性に気付いたのも一つであり、コミュニティを作ってそれによって市場に売り

出すため基礎を養成し、地域経済の活性化に結び付けないかと思ったからである。 
CSA（地域支援農業）の正式名称は Community Supported Agriculture	 であり、その名
の通り農家が消費者との間のコミュニティにサポートされた農業というものだ。生産者と

消費者が連携し、前払いによる農産物の契約を通じて交互に支えあうという仕組みになっ

ている。農作業や出荷作業などの農場運営に消費者が参加するという消費者参加型農業と

言えるのも特徴の一つだ。 これは 1980 年代にアメリカで始まったとされていて、それか
らヨーロッパへと普及し、現在では日本のいくつかの地域もこのモデルを取り入れている

ほど馴染み深いモデルとなってきている。 
各国で行われているこの CSAは、その国・地域によって主旨や特徴が異なっている。た

だ一つ、どの国にも共通して言えるのは、農薬・化学肥料を使わない安全な物を生産して消



p. 8 
 

費者に安心してもらうために、消費者との密接な関係での農地管理によって信頼関係を築

いていくということが根底にあるということだ。各国の CSAにはそれぞれ支援団体が存在
しており、その団体によって生産者と消費者の需給調整が行われている。この支援団体は

CSA を行うコミュニティを作る為に、様々な方法で啓蒙活動を行い農家と消費者をマッチ
ングしたり、徹底した生産管理をしてコミュニティを支える重要な役割を果たしている。 
それではまず、アメリカを例に挙げてどのような仕組みになっているのか詳しく説明す

る。アメリカで CSAが始まったきっかけはスイスとドイツの生産者と消費者の共同出資か
らなる農場に影響を受けたからだとされている。アメリカは複数の農家と数百名の会員か

らなる１つの大きな CSA が約 1000 組くらいあると言われている。コンセプトとしては、
会員制によって会員となる消費者が農産物のセットを購入することを前提に生産者に契約

としてのお金を前払いする。各地域に決まったピックアップ地点や直売店を設けて週に１

回その契約の報酬として野菜のセットを消費者へと配るのだ。これによって、生産者は一定

の収益を確実に受け取ってリスクを消費者と共有して信頼関係の下、気負いすることなく

農業に携わることができる。その代わりに、消費者には安全で高品質な農産物を提供するこ

とを約束する。生産者と消費者がリスクを対等に共有することで成り立つのがこの CSAで
ある。さらには、その地域に直売店を設けて収穫した農産物の販売も行う。 
そして何よりアメリカには CSAの生産や人材を管理する支援組織が存在していて、その

組織が農家や消費者に CSAの啓蒙活動を行うなどの情報提供として機能したり、生産者と
消費者のマッチングを行ったりする仲介役としての機能も果たしている。Just Food と呼
ばれる非営利組織がその一つであり、ニューヨークにおける CSAをサポートする大きな組
織の一つだ。基本的には、市民講座などを開催して CSAに関するセミナーを行い啓蒙活動
を行った後、申請のあった農家を登録して消費者とマッチングさせるというのが大きな役

割となっている。 
この CSAを導入するメリットとしては、一つは生産から流通までのプロセスにおける経

費が全く掛からないことだ。現地に直売店を設けることで、配達など輸送にかかるコストを

削減できるうえに新鮮な野菜をその場で取引できる。次に、消費者が収穫の手伝いをしてく

れるシステムなので作業の効率化を図ることもできるし、そういった消費者の農作業体験

が技術教育にも繋がるということ。そして何より、農家側からするとお金が前もって 100%
入ってくるので、経営が安心して行える。 
エスワティニ王国において CSAを導入してみようと考えた際、問題として挙げられたの

がまず、先進国のように既に市場が出来上がっていて生産者と消費者の関係が当たり前の

ようにある国では無いということから、コミュニティの形成をどうやって実現させるかと

いうこと。そしてなにより、このモデルの導入によってどういった成果が挙げられるのかと

いうのが今回の重要な論点となる。次の小節では、筆者なりに考えた本国の特徴を活かした

新たな CSAの形を提唱していきたい。 
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3-2	 エスワティニ王国における CSA 
前節で CSAがどういった農業モデルなのかを説明したが、果たしてそっくりそのままエ

スワティニ王国に当てはめることができるかというと、それは難しい。国民の 70％以上が
自給自足農業に従事していて資金循環が芳しくない本国において、従来のモデル通りに消

費者と農家という関係でコミュニティを形成するのは難しい。そこで、今回は従来の CSA
の特徴とエスワティニ王国の環境を活かした新たな CSAを論じていく。簡単に言うと、従
来の消費者と農家からなるコミュニティではなく、農家間のコミュニティからなる新たな

CSAを提案する。 
	 まず、ドナーとなる機関がリーダー性のある熟練現地農家と先進的な農業に従事するこ

とを志望する若者を含めた人々をグループとして集める。そこで出来たクループのリーダ

ーを含めたすべての農家とドナーとなる現地スタッフは一年間の農産物の収穫プランを決

め、コミュニティのメンバー全員にそれぞれのプランを伝える。コミュニティ内の農家は若

者に対して現地スタッフと共に安全な農産物を生産するための技術教育を施しながらそれ

ぞれの農地を経営する。それぞれの収穫期に収穫の手伝いをし、報酬として収穫物をメンバ

ーに分配する。 
もしも誰かの農地が不作となった場合の措置として、前もってメンバー全員から集めた

資金を少しだけその農家に分け与えて、他のメンバーから農産物を買い取って生活の糧と

する。ここでは、それぞれの農家で生産している農産物が違うと仮定する。豊作だった農家

には少しの農産物をみんなに配分してもらう代わりに、ベースとなる資金から少し報酬が

得られる。もちろんこのベースとなる資金はコミュニティ内のメンバーからの資金だけで

はなく、政策を施すドナー機関からの資金が大半を占めるとする。コミュニティ内の若者に

対してはドナーとなる機関の現地スタッフと農家が一丸となって技術教育を行い、安全な

作物を育てる優秀な農家の卵を育成する。何か月か毎にピリオドを設け、収穫部門、技術教

育部門において優秀だった農家に報酬を各ピリオドで与えることでインセンティブを保た

せる。 
収穫部門の評価方法として、現地の環境を活かした新たな生産アイデアを生み出した独創

的な農家や、他の農家から技術を吸収し新しい農産物を収穫し始めた発想力・自発性に長け

る農家などを採点対象とし、ドナーとなる機関の現地スタッフがコミュニティ内のメンバ

ーの声を聞いた上で選考する。技術教育部門の評価方法としては、コミュニティ内の若者に

アンケートを取り、どの農家が一番効率的で効果的な教育を行っていたかを答えてもらう。 
	 ドナー側は、定期的にスポーツ大会や食事会などのイベントを開催しコミュニティ内の

結束を強めることに尽力する。野球やサッカーなどの団体競技をプレイさせチームで何か

を成し遂げる楽しさを実感してもらう。さらに、常に技術向上の意識を持ってもらうために

農業に関する勉強会を開いて、先進国が用いている技術やアイデアを取り入れて自分たち

の国で活かせるような新たなアイデアを生み出してもらう機会も設ける。 
ドナー側は常に、エスワティニ王国の農家達が努力する機会を提供するのであって、主導
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になってはいけない。先程も述べたが、自助努力という言葉を意識させることが今の先進国

の課題であり役目である。そういった意味では現地スタッフのあらゆる分野における能力

の高さが求められる。 
このように経営の基礎となる資金循環をコミュニティ内で行っていき、市場で売り出す

ための十分な知識を養い、その知識を経済都市であるマンジニや首都のムハバーネに持ち

込み、そこで自分たちの農産物の販売を行ったりするなどして国際市場へと向かう準備を

していってもらうというのがこのモデルの狙いである。もう一つの狙いとしては、このプロ

グラムを通じてその地域で特産品となるような欠かせないモノを生み出すことである。他

の地域には無いその地域だけのブランドを誕生させ、将来的には市場に売り出し、マーケテ

ィングをして地域開発を進めていきたい。 
このプログラムの実施によって SADP で報告された課題の中でも	 ①リーダーシップと

チームワークの豊かなコミュニティの形成	 ②優秀なスタッフの派遣と生産管理の徹底	

③国民の声をすぐに反映できる政策の実施	 ④農家の農業に関する知識・技術の向上	 は

克服されるのではないかと見込まれる。 
このモデルを導入する上での大きな課題としては、農業には欠かせない十分な水の確保だ。

本国では包括的な水資源の発展プロジェクトが先延ばしにされていることによって水イン

フラが欠如している。農業で市場進出を図るうえで水の確保は欠かせない。本国は、干ばつ

の影響を受けて過去 10年間ほど農業活動が停滞していますのでダムや灌漑農業を活かして
商業化へと結び付けていきたいところだ。SADPでは、アースダムなど国内の数か所にダム
を建設するプロジェクトが組み込まれている。これは農業をビジネス化させる上で、大きな

役割を担っている。ダムができるということは、干ばつの被害にあったとしても水が供給で

きるようになるということなので収穫に全く影響しなくなる。これが今まで計画されてこ

なかったのは、一国のガバナンス力が低すぎてドナーとなる諸国がこの国に興味を持たな

かったことと、そういった国際機関との友好関係が欠如していたからだ。そういった事情が

あるため、FAO内の機関である OED（Office of Evaluation）による報告だと２０１１年段
階ではダム建設の計画が全く進んでいないとされていた。一刻も早く、水の供給問題は改善

される必要がある。過去の大きな干ばつ被害が再び国民を襲うことになるであろう。 
この節で提案した新たな CSAモデルは、本国の国民の従来の自給自足型農業から資金の

循環を発生させるための手助けとなるものであるので、決してこれに留まるだけでは市場

志向型農業へのシフトは難しい。しかし、この新たなモデルによって得るものは市場へ参入

するために大きなものである。地域住民が農業に関する技術・知識を向上させ、様々なアイ

デアを実らせる場として、コミュニティというのは現在の本国にとって重要な要素である

と言える。先述した、コミュニティ内で生まれたアイデアを基に地域の特産品を売りだして

将来的には国際市場を展開するということは今後可能になってくるであろう。そのために、

次の節で日本の大分県で生まれた一村一品運動の事例を基に、エスワティニ王国における

さらなる市場への歩みを論じていきたい。 
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第四節	 一村一品運動を取り入れることによる市場への参入 
4-1 一村一品運動とは何か？ 
	 一村一品運動とは、日本の大分県ではじまった地域振興の運動である。1979年当時の大
分県知事であった平松守彦氏が県内の各市町村がその地域で自慢できる産品や名所旧跡、

民謡などを発掘し、全国的に PRしてもらいたいと呼びかけたのがきっかけである。そうい
った価値ある地域資源を、加工・販売・マーケティングを通じて付加価値をつけていこうと

いう運動である。平松県知事は、当時の大分県民が地域の活性化に関して無気力で、行政に

任せていればなんとかなるといった考えを持っており、協調性に欠ける人達ばかりであっ

たことを危惧し、国民が主体性を持って地域産業を先導することと大分県にプラスのイメ

ージをもたらすようにこの運動を始めた。地域の人々の発想力と自助努力によって産業を

支え、行政はそれを支援するというシステムである。 
	 この一村一品運動には定められた 3つの原則がある。一つは、「ローカルにしてグローバ
ル」だ。これは、その地域で生み出した多品種少量型の地域資源からなるモノの地域ブラン

ドを、国にとどまらず、世界へも売り出していこうということを目標にしていることが伺え

る。二つ目が、「自主自立・創意工夫」だ。これは、先述した通り、行政が主導になるので

はなく、地域住民が独自のアイデア、工夫を基に自分たちの地域の特色を活かしたモノづく

りをしていくということ。そして最後の三つ目は、「人づくり」だ。特産品を作ることを目

的とするのだけではなく、それを作る人そのものもこの運動によって養成していこうとい

うことだ。地域住民が主体となってマネジメントを行い、産品をマーケティングしていくこ

とで自分たちの知識・技術も養われるし、物事を考える力・判断力も養われることが見込ま

れる。人づくりは、それだけではなく、人と人とのつながり、つまり人的ネットワークの形

成を目的としているのだ。地域住民が培ったアイデアや技術を新たな世代へ受け継いでい

くことで継続的な地域産業の活性化が可能となるのだ。 
	 しかし、現在の日本では農業における若者不足が深刻である。農業に留まらず、若者はふ

るさとを離れ都会に出ていくがために、農村地域の過疎化が深刻となっている。これから少

子化によって更に深刻さを増すであろう農村地域の若者不足は、都市部との格差拡大に拍

車をかけ、産業の衰退をもたらしうる。 
しかし、日本のような若者不足の問題は、人口成長率の伸びが著しいサブサハラアフリカ

ではあまり見られない。今回取り上げているエスワティニ王国もそうだ。もし、エスワティ

ニ王国で日本の一村一品運動を導入したら、どのような問題点が挙がってくるのか、一村一

品運動による地域振興は可能なのかを述べていきたいと思う。その前に、同じサブサハラア

フリカに位置するマラウイが、JICAと大分県の協力の下で、この一村一品運動による地域
振興に挑戦していることを紹介しておきたい。 
	 マラウイに一村一品運動を広めるきっかけとなったのは、日本政府が、マラウイから官僚
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が訪日する際に何度もこの運動を紹介したことや、マラウイ政府の積極的な東京アフリカ

開発会議（TICAD）への参加、JICA研修生の度重なる大分県への研修事業などが挙げられ
る。こうした繋がりによって自国に知識・技術を持ち帰り、一村一品運動を導入するために

中心となってプロジェクトを立ち上げていった。目標としたのは、コミュニティや住民の自

助努力を支えるための実施体制の確立と人的資源の向上である。さらに上の目標として、地

域で利用可能なリソースを使って、比較優位のある高品質製品・サービスの提供が行われる

ことを挙げた。これらの点は大分県のコンセプトとよく似ている。 
さらに、マラウイは世界銀行や IMFの支援によって地方行政・地方議会体制の整備を進

めることに成功した。これによって地域のコミュニティと行政組織が共同でこの運動に取

り組む環境が出来上がったのだ。それによって、このプロジェクトの草稿もしっかりと出来

上がっている。しかし、いくつかの問題点を孕んでいる。 
まずは、地域の特産品に付加価値を付ける際に加工が必要となるが、その際の資金をドナ

ー側からの融資で賄っている。このままでは、今後、一村一品運動が低金利の融資事業とし

て位置づけられる可能性があるのだ。地域の自助努力で、地域振興を行っていくためにも、

マラウイには農村金融の整備がいち早く必要である。 
次に、マラウイの各地域における特産品が他の地域のそれと被っている地域が複数存在

することである。他の地域との差別化を図って、そこにしかない付加価値を向上させていか

ないと、この運動のコンセプトとはマッチしていない。それぞれの地域が、同じ産物だった

としても違った良さのモノを生み出すことが、その地域のイメージとなり、活性化につなが

るのである。 
マラウイでの一村一品運動における課題をいくつか述べたが、次の節ではエスワティニ

王国において一村一品運動を取り入れて、地域のコミュニティを主体とした産業の活性化

が可能かどうか論じていく。 
 

4-2	 エスワティニ王国における一村一品運動 
  第 3 節において、CSA による市場進出のための軸となるコミュニティの形成について論
じ、そのコミュニティ内の自助努力によって農業の技術・知識の向上、新たなアイデアが生

まれるなど様々なメリットについて述べてきた。第 4 節では、CSA によって形成された強
いコミュニティを基盤として、一村一品運動を取り入れてみようと思う。ここでは、本来の

一村一品運動の目的である地域のイメージ向上は目的とせず、地域内のコミュニティの強

さを活かした、付加価値のある、その地域だけの特産品を国内の都市部で販売して、国と地

域の資金循環を良くしていくことを目的とする。	 CSA によって地域内の結びつきという
のは強力になったと仮定する。コミュニティのメンバーはある程度の農業知識・技術を身に

付けており、市場で売り出すためのノウハウも勉強会や現地スタッフによる教育などで、あ

る程度培われているとする。先進的な農業に携わりたい若者もコミュニティの中におり、日

本のような少子化問題による農業における若者不足はエスワティニ王国では見られない。 
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	 第 3 節から繋げると、まず出来たコミュニティ内で生まれた一つの付加価値のある産物
を国内の都市部で販売する環境を整備することが優先事項である。これは、出稼ぎのような

形をとり、まずは自分たちの商品が売れるかどうかを試す場を都市部に設ける。コミュニテ

ィ内で、週替わりで出稼ぎに行くメンバーを決め、そのメンバーの農地は他のメンバー達が

面倒を見て、交代制で役目を果たす。そして、都市部で販売してみた成果と感想をそれぞれ

がフィードバックする。都市部の市場から良いところを持ち帰り、どうしたら自分たちの商

品に付加価値を付け、他の地域とは差別化された特産物として売り出せるかをコミュニテ

ィ内で話し合い、勉強する機会を設ける。問題は、付加価値のアイデアが思いついた後にど

う国際市場での販売まで持っていくかであるが、ここでは市場志向型にシフトするための

手助けとして、都市部での販売を如何にして行うかに留める。エスワティニ王国における一

村一品運動としては、コミュニティの自助努力を意識して人と人との結びつきを上手く活

かした加工・販売・マーケティングの計画を練ってもらい、経済都市で特産物を販売し、売

り上げを得ることを目標にする。 
	 しかし、先程マラウイが抱えている課題を述べたのと同じように、エスワティニ王国にお

いても加工・販売・マーケティングをする上でドナー側からの融資が欠かせない。資金援助

の投資先を明確にするために、コミュニティとドナー側の現地スタッフが協力して、市場に

売り出す農産物の付加価値を明確にし、その農産物を、加工・販売・マーケティングと繋げ

る一連の計画をしっかりと練る必要がある。資金の使い方や政策の草稿が曖昧だと、政策が

実施されないまま流れていってしまうことは第２節でも述べた。付加価値を付けるために

どう資金を賄うかについては、SADPにおいて深く携わっている EUや FAOの力を借りる
ことができると思う。 
	 そして、さらに優先すべき問題は輸送システムの整備だ。地域の特産品を売り出す際、国

際市場を形成するのに欠かせない輸送手段が欠如しているという問題が SADP の中間報告
で挙げられていた。もし、これが改善されれば、一村一品運動の本来の目的である、 
Facebookなどを通じて地域ブランドを宣伝して、世界に広めることで他国からの販売の要
請を待つことができる。 
	 実際に、地域の特色を活かしたブランドを生み出して国際市場に進出できた例がエスワ

ティニ王国にもある。Eswatini Kitchen と呼ばれる農村地域のコミュニティから生み出さ
れた、フルーツジャムやマーマレードは世界各国に出回っている。エスワティニ王国では柑

橘類が多く取れるため、フルーツをジャムやマーマレードに加工することで付加価値をつ

けたのだ。 
	 近くにこうしたお手本が存在するため、他の農村地域のコミュニティもできないことは

ないはずだ。エスワティニ王国のごく少数の小規模農家はもう既に国際的な市場で売り出

していけるだけの技術と知識を兼ね備えているのだ。だから、地域の特徴を活かした農家達

の画期的なアイデアを販売に結び付けるためにドナー側はしっかりとバックアップしなけ

ればならない。ドナー側の役割が非常に重要になってくる。それは、資金を投入するだけで
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はなく、特産物の PR活動や、一村一品運動協会のスタッフを派遣して加工や販売に関する
技術教育を行うことなどが必要である。 
	 エスワティニ王国では、サトウキビがよく収穫される。そこで、サトウキビから白砂糖や

黒砂糖に加工して尚且つ付加価値を生み出すと市場に売り出すことが可能ではないか。ま

た、とうもろこしもよく取れるので、それを油に加工したりすると面白いかもしれない。こ

れらに限らず、他にも色々な作物がエスワティニ王国では採れるので、農家達のアイデアに

よる差別化戦略に今後期待している。 
	 最後に、地域づくりをコミュニティの形成によって進展させたことによって一村一品運

動のようなモノづくりをするための基礎が出来上がっている。そのことから、今後の課題は 
国際市場における輸送手段の整備と、生み出した特産物を継続して都市部の市場に販売し

ていくための交通手段の整備の必要性が挙げられる。しかし、農産物のブランド化に成功し

ている地域もあるということは、他の地域にとって希望の光となっていることだろう。都市

部への市場進出が可能になれば、農村へもたらす効果は大きなものであろう。都市部での販

売がうまくいき、農村地域で経済が潤えば、今度はその地域で色々な農産物を販売すること

が可能にもなるだろう。 
 

第 5節	 おわりに 
第 3節から第 4節にかけて、他国で成果をあげている既存のモデルを使ってエスワティニ
王国に取り入れるということを提案した。CSA によって、コミュニティを作り、人と人と
の結びつきを強くするといった地域づくりをし、次の段階として、一村一品運動を例に挙げ

て実際に地域の特産物に付加価値を付けて都市部の市場に売り出すためのモノづくりのプ

ロセスを見ていった。これらの組み合わせによって、エスワティニ王国の農業従事者達は現

在の自給自足型農業からの脱出を図ることが可能ではないかと筆者は考える。少なくとも、

お金を地域で循環させる体制は整うのではないかと考える。先述したように、この達成の為

にはドナーとなる機関の支援も重要だが、現地の農家達の努力が一番重要である。自分たち

が培った技術や、地域の皆で考えたアイデアを基に地域経済を活性化させていくことがこ

れからの一国の経済発展に欠かせないことであり、これから活発な地域経済を継続させる

ためにも重要であるということを意識させることが必要である。エスワティニ王国が、経済

成長を果たした他のサブサハラアフリカの国々と同じように成功するのは、産業を支える

国民の意識次第と言ってもよいだろう。 
自給自足型農業は、周りの人々とのつながりを遮断し、市場との関わりを生まないのでい

つまでも生活水準は上がらないと思う。そのため、地域の人と人との繋がりを生み出す機会

を設けることはドナーの大きな役目である。そこでできたコミュニティの中で色々な技術

や知識を身に付け、地域経済を活性化させるための特産物を生み出し、一刻も早く市場志向

型経済にシフトしていってもらいたい。そして、地域でのお金の流れが当たり前になるよう
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な経済をつくり、将来的には先進国で暮らす人々と同じ水準で生活していってもらうこと

が筆者の願いである。 
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